
平成２６年度
東日本大震災

農業生産対策交付金
の概要

復興対策



この事業では

○ 被災地における生産力の回復
○ 農畜産物の販売力の回復

について都道府県向け交付金として支援します。

＜申請・問い合わせ窓口＞

申請については、お住まいの都道府県または市町村にご相談ください。
事業内容等については、本省及び地方農政局等でも相談を受け付けます。

申請に関する農林水産省の窓口は最終面に記載しています。

国 都道府県
農業者の組織
する団体 等

＜事業の流れ＞

集約し
要望②

一括
配分
③

要望①

事業
採択
④

復興対策
この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。



＜目的別一覧＞

被災地における生産力の回復
・農地生産性回復に向けた取組 ３Ｐ
・鳥獣被害防止対策 ４Ｐ
・農業用資機材の共同調達 ５Ｐ
・生産関連施設の整備 ６Ｐ
・リース方式による農業機械等の導入支援 ７Ｐ
・自給飼料生産・調製再編支援 ８Ｐ

農畜産物の販売力の回復
・農業生産工程管理（ＧＡＰ）の導入 ９Ｐ
・放射性物質の吸収抑制対策 10Ｐ
・品種・品目転換等に係る試験栽培や
農地移転等に係る販路開拓の支援 11Ｐ
・低コスト・省力化技術等の導入支援 12Ｐ
・農業系副産物循環利用体制再生・確立 13Ｐ
・家畜改良体制再構築支援 14Ｐ
・落ち葉等有機質資材利用再生支援 15Ｐ
・公共牧場の再生利用推進に向けた取組 16Ｐ

２

復興対策
この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。



○ 作業用機械借上げ費、機械オペレータ費、機械燃料費、資材費
（肥料・土壌改良資材等）、緑肥種子費、運搬経費、作業委託費、
分析費・消耗品費（農地の生産性回復を確認するものに限る）等

農地の生産性回復に向けた取組を支援します
＜実施主体＞

＜補助率＞

○ 事業費を定額で支援します。

この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。

○ 市町村、農業協同組合、農業生産法人、農業者の組織する団体
等が対象です。

被災された

＜主な要件＞

＜対象地域＞

○ 青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県
の7県になります。
（「津波により流出や冠水等の被害を受けた農地の推定面積」
（平成23年3月29日農林水産省大臣官房統計部、農村振興局）」
において津波被害を受けた県、又は、「平成23年（2011年）東
北地方太平洋沖地震にかかる災害救助法の適用について（第11
報）（平成23年3月24日厚生労働省）」において避難して継続的
に救助を必要とする県）

○ 除塩等により収量等に影響が出ることが見込まれる農地に限り
ます。

復興対策

○ 津波による塩害等震災の被害を受け、生産力が著しく低下し
た農地において、除塩等の後に地力の回復を目的とした堆肥等
資材の投入や緑肥作物のすき込みを支援します。
○ 除塩を実施したものの、下層に塩分が残留したこと等により
塩害が発生した農地について、農業者等が実施する石灰等の土
壌改良資材の投入を支援します。

＜支援内容＞

＜補助対象経費＞

３



復興対策

震災の影響のある地域における
鳥獣被害防止活動や、鳥獣被害防止施設
の改良復旧を支援します。

＜実施主体＞
○ 推進事業：市町村、農林漁業団体、狩猟者団体
などで構成される地域協議会
○ 整備事業：地域協議会及び地域協議会の構成員

＜補助率＞

○ 推進事業：地域ぐるみの被害防止活動について、１／２以内。
（鳥獣被害対策実施隊が中心となって行う取組等は、定額（市町村当たり
原則２百万円以内。））

○ 整備事業：施設整備費について、１／２以内。

(過疎地域など条件不利地域は５．５／１０以内。また、侵入防止柵
を自力施工する場合は、資材費定額。）

＜支援内容＞
○ 震災の影響を受けた地域における被害防止活動や、野生鳥獣の
侵入防止柵等の改良復旧（被災施設の改修・補修及び改良（延長
含む。）、既存施設の強化のための整備(地域一体的な再編整備を
含む。)）を支援します。

この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。

４

＜対象地域＞
○ 被災地及び東日本大震災・福島原発事故の影響による鳥獣捕獲
圧の低下等により、鳥獣被害の拡大が見込まれる地域。

＜主な要件＞
○ 整備事業：受益戸数３戸以上あることが要件です。

＜補助対象経費＞
○ 推進事業：捕獲機材の導入、鳥獣の捕獲・追い払い、緩衝帯の
整備などに要する経費。
○ 整備事業：侵入防止柵等の改良復旧に要する経費。



農業用資機材の共同調達を支援します
＜実施主体＞

○ 津波によって流失した生産資機材や地震等で損壊した育苗ハ
ウスや温室・ビニールハウスの補修等に必要な資機材の共同調
達を支援します。

○ また、津波による流出等の被害がなくとも、①市町村復興計
画に掲げられた新たな農産物等の導入実証、②被災者が代替地
で営農再開する取組、③被災者が新たな分野や品目に転換チャ
レンジする取組など、従前の営農活動から転換しようとする際
に追加的に必要となる生産資機材も対象となります。

＜補助率＞

事業費の１／２以内で支援します。

＜支援内容＞

・市町村 ・農業協同組合 ・農業生産法人
・農家５戸以上（知事特認３戸）の農業者の組織する団体 等

５

被災された農家の

項 目 資 材 又 は 機 材 の 内 容

水稲育苗関係 ハウス用資材、播種・土入れ装置（補修を含む）、育苗用資機材（育苗箱、被覆シート等）

水稲関係 肥料、堆肥、農薬、直播用種子コーティング資材、包装資材、計量・計測機器

麦類関係 肥料、堆肥、農薬、融雪剤、包装資材、計量・計測機器

豆類関係 肥料、農薬、包装資材、計量・計測機器

園芸関係
種苗、肥料、農薬、土壌改良資材、被覆資材、園芸施設補強・補修用資材（ビニール、パ
イプ骨材、ガラス戸等）、野菜洗浄機、野菜結束機、育苗箱、育苗用土入れ機

果樹植栽用関係 苗木、肥料、果樹棚及びトレリス等の設置に必要な資機材

飼料種子・生産関係 土壌改良資材、肥料、除草剤、牧草種子

その他
新たな農産物等の導入実証や代替地での営農再開、品目転換による営農再開等に必要
な生産資機材で知事が認めるもの

【生産資機材の事例】

復興対策
この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。



生産関連施設の整備を支援します
＜実施主体＞

＜補助率＞

＜支援内容＞

○ 共同利用施設の改修・再編
被災施設の「補修・修繕対策」のほか、老朽化した被災
施設の場合には、施設の安全性や効率性等を高める観点か
ら、被災箇所（設備等）以外も含めて老朽化した設備等を
模様替えする「機能高度化対策」、複数の被災施設を廃止
・再編して新たな施設を設置する「再編整備対策」なども
支援します。
＊ 老朽化施設とは、基幹設備の法定耐用年数（乾燥機等の農業用設備は７年）が

概ね２倍を経過した施設とします。

○ 事業費の１／２以内で支援します。

・市町村 ・農業協同組合 ・農業生産法人
・農家５戸以上(知事特認３戸)の農業者の組織する団体等

６

被災された

○ 支援対象となる主な共同利用施設

共同育苗施設 有機物処理・利用施設（堆肥供給施設、堆肥盤）

乾燥調製（貯蔵）施設（ＣＥ、ＲＣ） 畜産物処理加工施設（産地食肉センター、食鳥処理施
設、鶏卵処理施設等）、家畜市場

農産物処理加工施設（産地精米施設、みそ加工施設、
直売施設等）

家畜飼養管理施設（共同利用畜舎、共同利用ミルキン
グパーラー、共同利用ウインドレス鶏舎、省エネルギー
型集合式畜舎（再生可能エネルギー供給施設整備は
除く。）等）

集出荷貯蔵施設（野菜集出荷施設、果樹選果施設、米
麦バラ出荷施設等）

自給飼料関連施設（混合飼料調製・供給施設、家畜排
せつ物処理施設等）

生産技術高度化施設（省エネルギーモデル温室、低コ
スト耐候性ハウス、植物工場等）

復興対策
この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。



リース方式による農業機械等の導入
を支援します

＜支援内容＞
○ 被災農業者の初期投資額の軽減が図られるよう、リース方式に
よる導入を支援します。
○ ＪＡや農業生産法人等の事業実施主体は、民間のリース会社と
被災農業者（利用者）とのリース契約を仲介することにより、農
業機械や園芸用施設を導入できます。
○ 導入できる農業機械の種類に特に制限はありません。また、小
規模な乾燥機や選別調製機、園芸用ボイラー等の定置式の機械・
設備もリース対象機械となります。ただし、軽トラックやフォー
クリフト（回転アーム式等を除く。）のように、農業以外の用途
にも利用可能な機械は対象外です。

＜補助率＞
○ 物件の購入額相当の１／２以内で支援します。

７

＜実施主体＞

被災された農家の

・市町村 ・農業協同組合 ・農業生産法人
・農家５戸以上(知事特認３戸)の農業者の組織する団体等

【民間リース会社とのリース契約手順】

機械施設の利用者（原
則５戸以上）のとりまとめ

原則一般競争入札に
よる納入業者の選定

リース事業者とのリース
契約条件の調整・決定

リース方式によ
る機械等の導入

事業実
施主体

被災農
家Ａ

被災農
家Ｂ

被災農
家Ｃ

非被災
農家Ｄ

非被災
農家Ｅ

事業実施主体

導入機械
等の選定

納入業者
Ａ

納入業者
Ｂ

納入業者
Ｃ

民間リース
事業者

被災農家Ａ

被災農家Ｂ

被災農家Ｃ

非被災農家
Ｄ

非被災農家
Ｅ

復興対策
この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。



復興対策

自給飼料の生産・調製再編を支援します
＜実施主体＞

＜補助率＞

＜支援内容＞

この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。

８

被災された地域の

＜主な要件＞

○ 都県、市町村、県中、農協連、公社、農家５戸以上(知事特認
３戸)の農業者の組織する団体等

○ 事業費の１／２以内で支援します。

＜対象地域＞

原発事故の被災地域とその周辺地域における効率的な自給飼料の
生産・調製を行うシステムを導入し産地の再生を図ることにより、競争
力の強化及び災害に強い飼料供給体制を構築するため、以下の取組
を支援します。
○ 推進事業
・ 草地の生産性向上のための土壌診断等に基づいた施肥管理
（反転耕、土壌改良資材の散布、播種等）
・ 飼料生産・調製のための機械等のリース方式による導入
○ 整備事業
・ ＴＭＲセンター等の高度化に必要な施設や広域流通拠点施設
等の整備

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、
栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、
山梨県、長野県の１６都県うち、東日本大震災による影響を受
けた地域。

○ 事業実施主体において、以下のいずれかの数値が平成22年
度と比べ事業実施年度から３年以内に増加（推進事業）。

・ 飼料生産面積、飼料生産量、飼料調整取扱量、可消化養
分総量（ＴＤＮ）等

注）東電による賠償の対象となる草地除染などは本事業の助成対象となり
ません。



復興対策

震災被害（塩害、放射性物質等）に
対応したＧＡＰの導入を支援します

＜実施主体＞

＜支援内容＞

○ 都県、農業協同組合中央会、農業協同組合連合会、市町村、農業
協同組合 等

○ 震災被害（塩害、放射性物質等）に対応した農業生産工程管
理（ＧＡＰ）を導入する取組を支援します。
・協議会の開催（震災被害に対応したＧＡＰ導入方針の検討等）
・産地への指導・助言の取組
・検査員による点検
・ＧＡＰの導入に必要な調査・分析
・研修会の開催・研修会への参加 等

この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。

＜対象地域＞

＜補助率＞
○ 事業費を定額で支援します。

＜主な要件＞
○ 事業実施年度の翌年度内に、震災被
害に対応したＧＡＰを策定することが必
要です。

＜対象経費＞
○ 旅費、謝金、会場借料、資料作成費、研修会参加費、分析費、備品費、
役務費、システム導入費、産地点検費 等

○ 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木
県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長
野県、静岡県の１７都県（津波被災県及び原子力災害対策本部が求
める検査対象自治体）。

９



復興対策

放射性物質の農作物への吸収抑制対策を
支援します

この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。

＜支援内容＞

・都道府県 ・市町村 ・農業協同組合 ・農業生産法人
・農家５戸以上（知事特認３戸）の農業者の組織する団体 等

① カリ質肥料など吸収抑制効果が見込まれる資材の施用
② 品目・品種の転換
③ 果樹・茶樹の改植・剪定
④ 反転耕・深耕
⑤ 上記①～④の効果確認のための分析

＜対象地域・要件＞
○ 対象地域は、放射性物質により汚染された農地（除染特別地域又
は汚染重点調査地域では、原則0.23μSv/h未満の農地）であり、
かつ、生産される農作物が食品中の放射性セシウムに係る基準値
（100Bq/kg）等を超えた若しくは超える恐れがある地域。
○ 適用する技術が公的研究機関等により吸収抑制効果が示されると
ともに、当該技術の効果が発揮できる条件が確保されていること。

＜補助率＞
○ 定額（上限単価あり）で支援します。

＜対象経費＞

＜実施主体＞

項目 補助対象経費

放射性物質の吸収抑制が見込ま
れる資材の導入

資材費

品種・品目転換、改植、剪定、反
転耕・深耕

機械・機材借上げ費、機械オペレーター費、機
械燃料費、資材費（肥料、土壌改良資材等）、
種子・種苗費（牧草の品種・品目転換に限る）、
苗木代（改植に限る）、作業委託費 等

放射性物質等分析 分析費、分析委託費

カリ質肥料

１０



＜課題克服に向けた取組＞＜被災地が抱える課題＞

復興対策

品目転換や販路開拓の取組を支援します
＜実施主体＞

○ 震災の影響により、品目転換や移転先での営農を行う場合に
必要な栽培技術導入に係る経費を支援します。

○ 移転等に伴う販路の新規開拓に必要な経費を支援します。

＜補助対象経費＞補助率：定額で支援します

＜支援内容＞

・市町村 ・農業協同組合 ・農業生産法人
・農家５戸以上（知事特認３戸）の農業者の組織する団体 等

被災された農家における

従来の営農
が困難

品目・品種転換

専門家を交えた研究
会、講習会等の開催

農 地 移 転

試験栽培、試験販売

導入効果検証

＜対象地域＞

などに対する支援が必要

項 目 補 助 対 象 経 費

研究会、講習会等の開催経費 講師謝金、講師旅費、会議費、印刷費 等

試験栽培に係る経費 ほ場管理費、農業機械リース料、資材導入費 等

試験販売に係る経費 会場借り上げ費、アルバイト賃金 等

導入効果検証費 品質分析費、調査票作成費、報告書印刷費 等

この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。

○ 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木
県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長
野県、静岡県の１７都県（津波被災県及び原子力災害対策本部が求
める検査対象自治体）。
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復興対策

低コスト・省力化技術等の導入
を支援します

＜実施主体＞

＜補助率＞

○ 事業費を定額で支援します。

＜支援内容＞
○ 各産地の復興ビジョン等に適合した低コスト・省力化技術等の導
入のための取組を支援します。

・検討会の開催（実証計画の検討、実証結果の検証等を行う検討会
開催等）
・栽培実証（低コスト・省力化技術等の導入に向けた実証ほの設置等）
・調査・分析（事前調査や効果検証のための調査等）

・販路開拓（試験販売の実施等）

この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。

＜対象地域＞
○ 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木
県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長
野県、静岡県の１７都県（津波被災県及び原子力災害対策本部が求
める検査対象自治体）。

被災地への

○ 都道府県、市町村、農業協同組合、
農事組合法人、農業生産法人 ほか

＜補助対象経費＞補助率：定額で支援します。
○ ほ場借り上げ費、作業委託費、種子・苗代、肥料等資材費、分析
費、消耗品費、役務費、旅費、謝金、資料作成費、会場借料 等
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復興対策

＜実施主体＞

＜補助率＞

＜対象地域＞

この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。

＜支援内容＞

放射性物質濃度が基準値以下でも利用が滞っている

農業系副産物の循環利用体制の再生・確立
を支援します

○ 都県、市町村、農業協同組合、農業生産法人、協議会 等

○ 推進事業：事業費を定額で支援します。
（ただし、リース方式による穀類副産物管理等設備の導入に
ついては、物件の購入額相当の１／２以内で支援します。）

○ 整備事業：事業費の１／２以内で支援します。

○ 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、
群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県、

静岡県の１７都県。
（ただし、家畜排せつ物等処理施設の整備については、岩手県、宮城県、
福島県、茨城県、栃木県、千葉県の６県。）

○ 関係主体が連携して農業系副産物の適切な利用の方法を検討し、
農業系副産物の施用試験や分別管理、放射性物質のきめ細かな分
析等を行う取組や農業系副産物の適切な利用に必要な施設の整備
を支援します。

・推進事業：協議会の開催、農業系副産物の施用試験、新たな利用方法
の検討及び利用実証、放射性物質等の分析、研修会の開催、
リース方式による穀類副産物管理等設備・剪定枝等のチッ
プ化機械の導入 等

・整備事業：家畜排せつ物等処理施設、剪定枝等処理設備、放射性物質
検査設備の整備

堆肥一時保管施設

実証ほ場の設置
協議会の開催
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復興対策

＜実施主体＞

＜補助率＞

＜対象地域＞

この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。

＜支援内容＞

被災された産地の

家畜改良体制の再構築を支援します

○ 農業協同組合連合会、農業協同組合、農業生産法人、農業公社、
農家５戸以上（知事特認３戸）の農業者の組織する団体 等

○ 支援内容の①は定額、②及び④は
１／２以内、③は定額又は１／２
以内

① 高能力種畜の導入（肉用繁殖雌牛、乳用牛）

② 性判別受精卵の導入
③ 高能力牛からの受精卵生産

④ 牛群検定の活用による改良体制の回復（搾乳時間記録タイ
マーの導入）

○ 被災地域の畜産経営の競争力を速やかに回復するために、家畜
改良体制を再構築する取組を支援します。

○ 岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県の全域、埼玉
県、千葉県の一部

放射性セシウムの飼料中の暫定許容値（100Bp/kg）を超えたことに

より、草地の除染を行っている県又は県が利用の自粛を求めた地域。

○ 福島県の警戒区域、計画的避難区域、居住制限区域、帰還困難区域
を除く地域
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復興対策

落ち葉や腐葉土等の利用再開
を支援します

＜実施主体＞

＜補助率＞

＜支援内容＞

この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。

農業者が自家消費する

○ 都県、市町村、農業協同組合、地方公共団体を構成員に
含む協議会

○ 事業費を定額で支援します。

＜対象地域＞

原発事故により農業者が自家消費を自粛している落ち葉や腐葉
土等の有機質資材について、「農家が自ら生産・施用する有機質
土壌改良資材及び腐葉土・剪定枝堆肥の取扱について」（平成25
年9月9日付け農業環境対策課長通知）に基づいて安全に利用再開
する取組を支援します。

・ 利用管理計画の作成
・ 放射性物質が直接降下した落ち葉の除去
・ 放射性物質濃度の測定 等

青森県、岩手県、宮城県、
秋田県、山形県、福島県、
茨城県、栃木県、群馬県、
埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、新潟県、山梨県、
長野県、静岡県の１７都県。

注）除染を目的とした取組は本事業の助成対象となりません。
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復興対策

＜実施主体＞

＜補助率＞

＜支援内容＞

この事業は「東日本大震災農業生産対策交付金」です。

＜補助対象経費＞

公共牧場の再生利用に向けた取組を
支援します

被災された地域の

○ 公共牧場を所有又は管理運営する、都道府県、
市町村、農業協同組合、牧野組合等

○ 定額（上限単価あり）で支援します。

急傾斜や石れきなどにより、通常の耕起による放射性
物質の吸収抑制が困難な公共牧場の牧草地の吸収抑
制を進めるため、以下の取組を支援します。

○ 公共牧場再生利用モデル実証
・急傾斜牧草地の放射性物質低減対策(無線ﾄﾗｸﾀｰ等の利用)
・石れきの多い牧草地の放射性物質低減対策(ｽﾄｰﾝｸﾗｯｼｬｰ等の利用)
・岩石のある牧草地の放射性物質低減対策（ﾊﾞｯｸﾎｰ等の利用）
・表土の薄い牧草地の放射性物質低減対策（表土剥ぎ取り工法、カリ質肥料の利用等）
・各種工法を組み合わせた牧草地の放射性物質の吸収抑制

○ 公共牧場再生利用推進
適切な放射性物質吸収抑制の手法を検討するための会議、実演会等

○ 放射性物質により汚染された公共牧場の牧草地（除染特別地域又は
汚染重点調査地域では、原則0.23μSv/h未満の牧草地）であり、生産
される牧草が暫定許容値100Bq/kg超若しくは超える恐れがある牧草地。

○ 適用する技術が公的研究機関等により吸収抑制効果が示されるとと
もに、当該技術の効果が発揮できる条件が確保されていること。

＜主な要件＞

○ 機械・機材レンタル料､機械燃料代､土質分析委託費､放射性物質分析
費､吸収抑制資材購入費（肥料代､土壌改良資材）､種子代､作業委託費等

（ｽﾄｰﾝｸﾗｯｼｬｰ）

（無線ﾄﾗｸﾀｰ・ﾛｰﾀﾘｰ）
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お問い合わせ先

生産局総務課生産推進室

担当：企画調整班、事業推進班

（ＵＲＬ）http://www.maff.go.jp/

生産部 生産振興課 担当：地域指導官、生産総合指導係長

ＴＥＬ ０３－３５０２－５９４５（直通） ＦＡＸ ０３－３５０２－８５１８

東北農政局

関東農政局

（ＵＲＬ） http://www.maff.go.jp/tohoku/

生産部 生産振興課 担当：地域指導官、生産総合指導係長

（ＵＲＬ）http://www.maff.go.jp/kanto/

（ＵＲＬ）http://www.maff.go.jp/hokuriku/

生産部 生産振興課 担当：地域指導官、生産総合指導係長

（ＵＲＬ）http://www.maff.go.jp/tokai/

ＴＥＬ ０２２－２２１－６１７９（直通）

ＴＥＬ ０４８－７４０－０４０７（直通）

北陸農政局
生産部 生産振興課 担当：地域指導官、生産総合指導係長

東海農政局

ＴＥＬ ０７６－２３２－４３０２（直通）

ＴＥＬ ０５２－２２３－４６２２（直通）

近畿農政局
生産部 生産振興課 担当：地域指導官、生産総合指導係長

ＴＥＬ ０７５－４１４－９０２０（直通）

（ＵＲＬ）http://www.maff.go.jp/kinki/

中国四国農政局
生産部 生産振興課 担当：地域指導官、生産総合指導係長

ＴＥＬ ０８６－２２４－９４１１（直通）

（ＵＲＬ） http://www.maff.go.jp/chushi/

九州農政局
生産部 生産振興課 担当：地域指導官、生産総合指導係長

ＴＥＬ ０９６－２１１－９３７０（直通）

（ＵＲＬ） http://www.maff.go.jp/kyusyu/

［内閣府沖縄総合事務局］
生産振興課 担当：課長補佐

ＴＥＬ ０９８－８６６－１６５３（直通）

（ＵＲＬ）http://www.ogb.go.jp/nousui/index.html

農林水産省


